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　2014年 ５ 月に衝撃的なレポートが公表された。日本創成会議・人口減少問
題検討分科会が公表した「成長を続ける 21 世紀のために『ストップ少子
化・地方元気戦略』」（通称「増田レポート」）である。「2040年には人口減少
により全国（1799）の半分（896）が消滅可能性都市になる」とした内容は、
これまでの「限界集落」以上に心理的な打撃が大きく、「消滅可能性都市」
の範疇に入った地方自治体は強烈な「地方消滅ショック」に見舞われ、全国
の地方自治体に激震が走った。そのため、2014年 ７ 月、第二次安倍政権は、
人口急減と超高齢社会を迎える中で地方消滅の危機から、「地方創生」を最
重要課題と位置付け、その組織体制として「まち・ひと・しごと創生本部」
を設置し、同年 ９ 月に地方創生担当大臣を新設した。同年11月に「まち・ひ
と・しごと創生法」（平成26年法律第136号）および「地域再生法の一部を改
正する法律」の地方創生関連 ２ 法を成立させ、同法に基づき、日本全体の人
口の将来展望と具体的な施策を示す「まち・ひと・しごと創生長期ビジョ
ン」と「まち・ひと・しごと創生総合戦略」（2015～2019年度）を策定した。
　「地方再生なくして日本再生なし」の観点から、地方創生のための三本の
矢（①情報、②人材、③財政）として三側面から支援し、政策 ５ 原則（①自
立性、②将来性、③地域性、④直接性、⑤結果重視）と ４ つの基本目標（①
地方における安定雇用の創出、②地方への新しいひとの流れをつくる、③若
い世代の結婚・出産・子育ての希望をかなえる、④時代に合った地域をつく
り、安心な暮らしを守るとともに、地域と地域を連携する）を取りまとめ、
現在まで実践してきた。しかし、その成果は芳しくなく、東京一極集中は変
わらず、2019年の出生数は86万人と人口推計よりも ２ 年も早く90万人を下回
り、高齢者の増加による社会保障の増大から自治体財政は一段と厳しくなっ
た。
　地方自治体は、その厳しい状況を打開するため、地方人口ビジョンと地方
版総合戦略を策定し、多くの抜本的改革を行ってきた。しかし、その改革施
策は右肩上がりの成功体験の考え方から脱皮できず、人口減少の少子超高齢
化社会に対応できていないため、地方経済は疲弊し、縮小化が一段と加速化
している。
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　人口推計が描き出す人口減少の将来像は、「確かな未来」である。各地方
自治体は、現実を直視し、現実論から人口減少は回避できない未来の「不都
合な真実」と捉え、それを所与の前提とした政策に切り替えることである。
それは、経済が縮小した各地方自治体の人口減少社会をイメージし、その中
から自ら地方自治体が生き延び、維持・成長するためのシーズを見つけ出す
ことである。そのためには、地域の資源（自然・伝統・文化・自然・観光・
産業等）や潜在力を洗い出し、その強み、弱み、何が必要で、何が不必要か
をすべての項目で点検し、整理・分析することである。それを地域全体で正
確に理解し、「確かな未来」を踏まえた上で、地元企業、住民、若者、NPO
などを巻き込んで、客観的に未来の需要に何があるかを見つけ、どこでも通
用する地域財産に磨き上げ、それを対外的に供給できる体制を構築すること
が「地方創生」の扉を開く第一歩となる。
　その第一歩の施策が、地方創生と親和性の高い「持続可能な開発目標

（SDGs）」への取組である。地球上から「誰一人取り残さない（No one will 
be left behind）」多様性と包摂性のある社会の実現を目指す17ゴール達成に
向けた行動である。SDGs は、世界の共通言語であり、それにつながる ESG

（環境・社会・ガバナンス）投資と密接不可分の関係にある。政府は「拡大
版 SDGs アクションプラン 2019」の中で、「地方創生、強靱かつ環境に優し
い魅力的なまちづくり」を掲げ、SDGs を原動力とした地方創生の推進を三 
本柱の一つとして位置付けている。地域に活力を取り戻すには、未来の需要
と供給を喚起する必要があり、その担い手は、地域の経済・社会を支える地
元企業、行政および地域金融機関である。
　その担い手三者が連携し、地域住民を巻き込んで地域課題の解決を図りな
がら SDGs に関わる既存事業の維持拡大や新規事業の創出を実現し、新たな
キャッシュフローを生み出していくことである。それを地域に再投資し、

「自律的好循環」を形成していけば、地域活性化と雇用創出をもたらす地域
創生につながるものと考える。しかし、地域を活性化すると思われる事業の
市場規模が大きいのか小さいのかがわからないのであれば、事業者は当該事
業をさらに推進すべきか、縮小・撤退していくかの判断ができないことにな
る。
　本書の目的は、それを踏まえ、持続可能な地方創生の視点から各産業や事
業の市場規模に照射したものである。それは、地域社会と日常生活に密着し、
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市場規模も継続性がある環境・観光・健康の3K 産業、世界の共通言語であ
る SDGs、それにつながる ESG に関わる産業・事業などである。新型コロ
ナウイルスの影響も含めて、地方創生策の経緯を時系列に整理・分析し、包
括的に考察し、その中から最後に新たに地方創生に効果があると思われる実
践的施策を提言した内容になっている。

＊

　本書は、第 １ 編「戦略的地方創生と SDGs」（第 １ 章～第 ６ 章）と第 ２ 編
「SDGs・ESG 投資」（第 ７ 章～終章）の ２ 編から構成されている。
　序章の「地方自治体の現状と地方創生」では、地方自治体の実態とその論
点を整理し、本書を正しく理解する上で必要なデータを基に地方創生に向け
て打ち出された基本的政策と具体的戦略を概観し、経済再生に向けての政策
内容について解説している。
　第 １ 章の「環境・観光・健康産業による戦略的地方創生」では、環境・観
光・健康の産業内容を概観し、各分野が同じプラットフォームにおいて、
SDGs と ESG を重視し、地域の実情に応じた最適組み合わせ（観光×環境、
観光×健康、環境×健康、観光×環境×健康など）をシステム化した戦略的
地方創生の考え方を提言している。外国為替レートは、本書では、便宜上 １
ドル110円、 １ ユーロ120円として計算している。
　第 ２ 章の「環境産業の現状と市場規模」では、「パリ協定」（12月）の採択
により、「脱炭素社会」に向けての政府の取組、エネルギー基本計画、ベー
スロード電源の内容説明と評価を解説している。また、地方自治体の再エネ
の利用状況、施設の設置、電力調達、自給率ランキング等を取り上げ、さら
に環境産業における分野別の市場規模を詳説している。
　第 ３ 章の「観光産業の現状と市場規模」では、観光立国を確立するまでの
経緯を概説し、市場規模に関しては、訪日外国人と国内旅行の ２ つに区分し、
それぞれの旅行者数と消費額規模を明らかにし、地方への誘客を図るための
対策も提言している。
　第 ４ 章の「健康産業の現状と市場規模」では、国の第 １ 次から第 ４ 次の健
康づくりの内容を概説し、人生100年時代を迎えるにあたり、国と地方自治
体、企業・健保等における取組内容と制度を解説し、SDGs のゴール ３ （健
康・福祉）を含めてヘルスケア産業の市場規模について説明している。また、



vi

地方自治体において「健幸都市」施策の動きがあるので、健康づくりだけで
なく、地域コミュニティ形成への推進力となることも考察している。
　第 ５ 章の「地域創生のための事業と産業」では、地域活性化が見込める地
域密着型の事業として、老朽インフラ整備事業、 ６ 次産業化事業、林業再生
事業、住宅・リフォーム事業の ４ つの事業を取り上げ、また、産業ついては
スポーツ産業、教育産業、 ５ Ｇ関連産業、EV 産業の ４ つ産業を対象として
各事業および各産業の市場規模を考察している。
　第 ６ 章の「戦略的地方創生の先導的都市事例」では、SDGs 未来都市型地
方創生の真庭市（岡山県）、企業誘致＆スマートコミュニティ型地方創生の
北上市（岩手県）、環境維新型地方創生のいちき串木野市（鹿児島県）、林業
イノベーション型地方創生の松阪市（三重県）、温泉発電復興型地方創生の
土湯温泉町（福島県）を取り上げ、詳説している。また、地方誘客を図り、
地域密着を推進するニューツーリズムの先進事例として、酒蔵ツーリズム

（佐賀県鹿島市）、道の駅（群馬県川場村）、ヘルスツーリズム（山形県上山
市）、グリーンツーリズム（青森県南津軽郡田舎館村）、ゼロ分のイチ村おこ
し運動（鳥取県智頭町）、広域連携（せとうち DMO）について概説している。
　第 ７ 章の「SDGs（持続可能な開発目標）」では、SDGs の「誰一人取り残
さない」を理解する上で必要な設立背景と17ゴール推進に中心的な役割を果
たしている SDGs 推進本部の基本方針、実施指針をはじめとして、外務省、
内閣府、経済産業省および環境省の取組状況と内容等を整理している。また、
SDGs との関係で故宇沢弘文東京大学教授が提唱した「社会的共通資本」お
よびサーキュラー・エコノミーについて詳説している。続けて地方自治体お
よび民間における SDGs の取組状況と内容、さらに気候関連財務情報開示タ
スクフォース（TCFD）の内容と SDGs 金融を通じた自律的好循環形成等を
説明している。加えて企業の社会的責任（CSR）と共通価値の創造（CSV）
を比較して概説している。
　第 ８ 章の「ESG 投資」では、ESG（環境・社会・ガバナンス）の経緯と
投資から生まれた社会的責任投資（SRI）、企業の社会的責任（CSR）さら
に ESG 情報の開示を求める国連責任投資原則（PRI）の内容について解説
している。年金積立金管理運用独立行政法人（GPIF）の「国連責任投資原
則（PRI）」の署名が、国内外の投資家に大きな影響を与え「ESG」投資の
拡大となった経緯を解説している。その後に公表された「伊藤レポート2.0」



viiまえがき

「グリーンボンドガイドライン2017」「ESG 金融大国を目指して」「地方創生
に向けた SDGs 金融の推進のための基本的な考え方」の内容を説明している。
また、ESG 投資額の推移拡大と現状内容をヨーロッパとアメリカ、日本に
ついてデータで説明し、ESG 投資における受託者責任と金融機関における
脱炭素の動きについても詳説している。
　また、近年、グリーンボンドとソーシャルインパクトボンドが世界的な環
境課題（地球温暖化対策等）や社会課題（教育・福祉等）の解決に資する事
業資金を調達する債券として注目されているので、それらの債券内容と発行
額等について整理している。
　第 ９ 章の「SBT、RE100、EP100および EV100」では、SBT（Science Based 
Targets）は、産業革命前からの平均気温の上昇を「 ２ ℃未満」にするため
の 取 組 経 緯 と 認 定 内 容 に 関 し て 説 明 し て い る。RE100（Renewable 
Electricity 100％）は企業が自らの事業の使用電力を100％再エネで賄うこと
を目指す企業連合であり、その参加基準と気候変動対策の取組、日本と世界
の参加企業について具体例を挙げて概説している。
　終章の「持続可能な戦略的地方創生への提言」では、地方創生に効果があ
ると思われる ６ つの実践的施策（SDGs の目標達成／ ESG 投資の呼び込み、
RESAS の積極的活用、世界首長誓約等への参画、日本版 DMO の形成・確
立、公益信託の活用、テレワークの普及定着）を提言している。本書は、月
刊誌『地方財務』に公表した論文「環境・観光・健康産業等の市場規模から
見た持続可能な戦略的地方創生への道」（2018年 １ ・ ２ ・ ３ 月号）を基に大
幅に修正加筆し、最新の経済社会の動きに沿った統一性のある内容にして再
構成している。

＊

　本書執筆中に、恩師である櫻井毅武蔵大学名誉教授が米寿に『宇野経済学
方法論　私解』（社会評論社、2019年）を上梓した。緑内障の悪化から目が
不自由にもかかわらず、集大成というべきご高著を書き上げた。先生の学問
に対する真摯な姿勢と情熱に唯々頭が下がり、筆者への無言の薫陶と刺激と
なり、今日までの半世紀、こうして学理を究明する意思を持ち続けられたの
は、偏に先生のおかげである。深く感謝の意を表したい。
　また、本書の執筆に際して、資料などで多くの皆様にお世話になった。真
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庭市の太田昇市長、北上市の髙橋敏彦市長、伊藤彬前市長、いちき串木野市
の田畑誠一市長、エンビプロ・ホールディングスの佐野富和代表取締役社長、
パスポートの濵田総一郎代表取締役社長、バイオマスパワーテクノロジーズ
の北角強代表取締役社長には御礼申し上げたい。これまで研究を通じて様々
な角度からのご教示と知的刺激を与えていただいた田島裕筑波大学大学院教
授（当時）、奈良次郎筑波大学大学院教授（当時）、佐藤進東京大学教授（当
時）、さらに、地熱発電・熱水活用研究会（海江田秀志会長）の奥村忠彦エ
ンジニアリング協会地熱プロジェクト推進室室長、小室直義前富士宮市長、
西村あさひ法律事務所佐藤長英弁護士にはこの場を借りて改めてお礼を申し
上げたい。最後に本研究は、個人的な関心から地道に研究してきたものであ
るが、それに温かい理解を示してくれた三菱総合研究所森崎孝代表取締役社
長、地域創生事業本部上田啓行本部長、鈴木達也副本部長に感謝する次第で
ある。
　本書が、関係省庁、地方自治体、専門家、研究者、企業の方々等に多少な
りとも参考になり、地域活性化に資する地方創生にいささかでも寄与できれ
ば幸いである。
　最後に今日の厳しい出版事情のなか、本書を出版できたのは、学陽書房の
川原正信氏の多大なご尽力によるものである。記して厚く感謝申し上げたい。

2020年 ９ 月　赤川 彰彦
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１　先導的都市の事例
（１）岡山県真庭市（SDGs未来都市型地方創生）
　岡山県真庭市は、2005年 ３ 月真庭郡勝山町、落合町、湯原町、久世町、美
甘村、川上村、八束村、中和村および上房郡北房町の ９ 町村が合併し、「真
庭市」が誕生した。岡山県北部で中国山地のほぼ中央に位置し、北は鳥取県
に接し、総面積は約828km²と県下で11.6％を占める最も広い面積を持つ中
山間地の自治体である。人口は44,395人（2020年 8 月 １ 日現在）。1993年に
真庭地域の将来を自ら行動することを前提にした「21世紀の真庭塾」を発足
させ、様々な議論を展開し、2002年に NPO 法人化し、今日の真庭市の礎を
築いている。製品出荷額は、2017年1,111億円と2007年（927億円）の1.20倍
と増加しているが、うち地域産業である木材・木製品出荷額は327億円とそ
の伸び率は全体よりも高く、2007年比1.60倍（204億円）となっている。
　同市の森林面積は、656km²（東京都約23区分）と総面積の79％を占めて
おり、林業事業体は約20社（従事者約240名）、原木市場は ３ 市場、製材所は
約30社、製品市場 １ 社。林業・木材産業の振興は、真庭市の活性化に直結す
る重要な地域産業と位置付けられている。1998年銘建工業（中島浩一郎社
長）による木質バイオマス発電（2MW）が開始され、2006年 ４ 月に「真庭
市バイオマスタウン構想」が策定されている。2009年には「バイオマスツ
アー」が産業観光の創出により、新エネ大賞において最高位の「経済産業大
臣賞」を受賞、その翌年には「産業観光まちづくり大賞」を受賞した。
　2010年 ６ 月に「真庭市バイオマスファイナリー事業推進協議会」が設立さ
れ、バイオマス資源のマテリアル利用による高付加価値化と新産業の創出を
目指し、地域内外の民間企業、大学、NPO 法人などの協力を得て、セルロー
スナノファイバー等の素材や製品の開発やヒノキを微粉砕した「木粉」を用
いたウッドプラスチック製品が実用化された。
　2011年に日本第 １ 号の CLT（Cross Laminated Timber：直交集成板）工

第6章 戦略的地方創生の
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場が建設され、2014年 ３ 月にはバイオマス産業都市に認定され、同年 ７ 月に
「バイオマス活用推進計画」が公表された。自然・連携・交流・循環・協働
の ５ つのキーワードを踏まえ、 ４ つのプロジェクト１）を重点的に展開し、多
様な事業の連携・推進により「真庭バイオマス産業杜市」構想が作成されて
いる。
　2013年 ２ 月に「真庭バイオマス発電」が設立され、2015年 ４ 月に国内最大
級の10MW の木質バイオマス発電を正式稼働させた。総事業費用は41億円。
事業主体は、銘建工業、真庭市、真庭森林組合など10団体で構成され、資本
金は ２ 億 ５ 千万円。必要燃料は14万 ８ 千トン、年間発電量は81,000MWh。
一般家庭22千世帯分に相当し、総世帯数（約18千世帯）を大きく上回り、年
間売上高24.5億円。雇用は50人。投資回収年数は15年である。
　バイオマス利活用の直接効果として林業・木材産業の振興、エネルギー自
給率の向上、雇用の拡大など、間接効果として地域観光の振興、地域力向上、
環境教育などが挙げられ、中山間地域の活性化に大きく貢献し、2016年 ４ 月
から新電力「真庭バイオエネルギー」が売電を開始した。
　2014年 ３ 月には森林の保全と活用の両立および林業の生産性向上を目的に

「ICT 街づくり推進事業」（総務省）を発表し、真庭市役所と真庭森林組合
をインターネット回線で結び、データベース化による業務の簡素化、地理情
報の一元化による業務の高度化および相互の森林資源情報の共有を図る森林
林業クラウドを構築している。
　2016年にはトリプル受賞（ジャパンレジリエンスアワード、先進エネル
ギー自治体大賞、バイオマス大賞）し、地方都市の中でもクリエイティブ・
シティとして群を抜く存在となっている。現在、一段と進化した地域内経済
循環を産み出し、持続可能な「バイオマス産業杜市」を構築するために「木
を使い切る真庭創出事業」を展開している（図表６－１）。
　真庭市の先進的事例を学ぶために全国からの視察が増えており、毎年2,000
～3,000人程がバイオマスツアー（有料）に参加しており、2019年までの累
計数が23,611人（うち外国人が499人）を数え、うち ４ 割以上が宿泊し、ホ
テル・旅館、飲食店への波及効果も生まれている。また、最近では、時代を
先取りした本市の環境まちづくりの取組や自然・風景・真庭人の人柄に魅了
され、若者の移住が増えている。その中には環境省から市職員に転職し、地
元女性と結婚し、子供と共に定住している理想的な例もある。それは、本市
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に危機感を抱いた太田昇市長と銘建工業中島浩一郎社長の卓越した先見性・
創造性とリーダーシップに加えて、地域住民と市職員の「真庭人」の心意気
と「何とかしたい」という熱い思いが強い行動力となって先進的地方創生の
新潮流を創り出したものと思われる。
　太田市長の地域資源の利活用、SDGs の理念追求、脱炭素社会への先進的
取組、健康と自立、地域循環型社会と新しい地平を切り拓く実践的な活動は、
市民の厚い「信頼」を得て、地域を巻き込んだ「共感」を呼び込んでいる。
その共感が活力源となって、地域住民や企業など地域全体の「協働」と「共
創」を生み出し、全国トップレベルの「プラチナ社会」２）を推進していると
言っても過言ではない。
　2018年 ６ 月、本市は経済・社会・環境の三側面における新しい価値を通し
て持続可能な開発を実現する「地域エネルギー自給率100％、地域資源を活
用 し た CLT 等 の 木 材 需 要 拡 大、 バ イ オ 液 肥 を 活 用 し た 農 業 推 進、
2030“SDGs” 未来杜市真庭の実現」に向けた地域循環型経済の先導的な取
組が評価され、「SDGs 未来都市」（29都市）の １ つに採択されている。さら
に、「木を使い切る真庭」「有機廃棄物資源化」「行ってみたくなる・住んで
みたくなるまちづくり」「未来を担う人づくり（人材育成）」の ４ 事業を市民

（出典）真庭市「バイオマス活用推進の取組」（2015年）を筆者が一部修正し作成

図表６－１　木を使い切る真庭創出事業
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および産業界との一体参加、また大学や自治
体間の連携による総合的取組が、永続的発展
に向けた地方分散モデル事業として「自治体
SDGs モデル事業」の10事業の １ つにも選出
されている。
　2019年には、干支（いのしし年）に合わせ
て、前年11月に市内から出たゴミを材料にし
た大きなモニュメント「真庭のシシ」（全長
5 m、幅 ２ m、高さ 3 m）が制作されている

（図表６－２）。
　2019年 ６ 月には、G20の閣僚会合の共同議
長を務める原田義昭環境大臣が「真庭のシ

シ」の趣旨を高く評価し、「持続可能な成長のためのエネルギー転換と地球
環境に関する関係閣僚会合」を行う軽井沢会場の一角に SDGs のシンボルと
して設置された。SDGs をイメージした色合いと猪の姿から、各国の環境大
臣や多くの来場者から関心を集め、注目を浴びた。
　2021年東京オリンピック・パラリンピック競技大会に使用される新国立競
技場（建築面積72,400m²、座席数 ６ 万席）には、我が国の木材の良さと木
材利用に係る技術等を国内外へ積極的に PR していく絶好の機会として木材
利用の促進が図られ、大型建築物が可能な CLT が採用されている。その
CLT 積層パネルを最初につくったのが銘建工業の中島浩一郎社長である。
同社の CLT 積層パネルは「高知おおとよ製材社員寮」を国内第 １ 号として、
既に全国のホテルや図書館、集合住宅等多くの建築物で使用されている。
　また、同市の先進的取組は、例えば、2019年 ９ 月に災害時における非常時
対応の「地域マイクログリッド検討委員会」を立ち上げ、同年11月には
RESAS（地域経済分析システム）の「政策アイデアコンテスト」にも応募
している。そのアイデアコンテストでは、中国経済産業局局長賞を ２ 枠中 ２
チームが受賞し、その ２ チームが最終審査の ９ 組まで進み、見事な成績を収
めている。
　本市は、世界の共通言語である SDGs の視点から、持続可能な地域の発展
に向けて、バイオマス施設や地域循環型経済の事業推進、地産地消の農業振
興、エネルギーエコタウンに向けたエネルギー政策の拡大、RESAS を活用

（出典）真庭市

図表６－２　真庭のシシ
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した EBPM（エビデンスに基づく政策立案）、林業再生など「木を使い切
る」里山資本主義の真庭市をさらに進化させている。換言すれば、それは多
様なステークホルダーとの積極連携を通じて、経済・社会・環境の三側面の
取組による相乗効果から、持続可能な「地域循環型共生圏」の創出につなが
ることを意味する。
　本市が、人口急減・超高齢化に苦しむ地方都市の中にあって、「SDGs 未
来都市型地方創生」の先駆的モデルとして、地方都市の希望の光となって輝
き続けることを期待するものである（図表６－３）。

（出典）内閣府「地方創生に向けた自治体SDGs推進について」（2019年 ３ 月）

図表６－３　永続的発展に向けた地方分散モデル事業

（２）岩手県北上市（企業誘致＆スマートコミュニティ型地方創生）
　北上市は、岩⼿県のほぼ中央、北上盆地の中ほどに位置し、1954年に江釣
子村と藤根村を除く １ 町 ６ カ村が合併して旧「北上市」が誕生し、1991年 ４
月に北上市、和賀町、江釣子村の ３ 市町村が合併し、現在にいたっている。

「住みよさランキング」（東洋経済新報社）では、農業と工業のバランスがと
れた活気ある都市として ９ 期連続県内 １ 位である。
　総人口は92,305人（2020年 7 月末現在）で県内 ５ 位、総⾯積は437.55Km²

（県内13位）。東部には北上山系の丘陵地、西部には奥羽山系の山々が連なり、
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市の中央部を南流する北上川と東流する和賀川が合流し、水と緑があふれた
田園地帯となっている。市内の南北に東北新幹線、東北本線、東北自動車道、
国道 ４ 号が貫き、東西に北上線、国道107号、秋田自動車道が走り「東北の
十字路」と呼ばれている。
　特産物には、いわてきたかみ牛、二子さといも、白ゆりポーク、和賀のア
スパラガスなどがある。観光地の北上展勝地は、弘前・角館と並ぶ「みちの
く三大桜名所」に数えられ、日本さくら名所100選に認定されている。それ
以外にもみちのく民俗村、サトウハチロー記念館、日本現代詩歌文学館など
文化施設があり、また、1300年の歴史を持つ伝統芸能の「鬼剣舞」がある。
最近ではサイクリングロードの「きたかみ新城ロード100」の設定や夏油高
原トレッキングやスノーシューハイキングなどに取り組み、ライフスタイル
の中で地域の魅力や価値を高めている。このような地域性のある本市には次
の ２ つの先駆モデルがある。
　一つは戦略的企業誘致である３）。2017年 ９ 月、半導体大手「東芝メモリ」

（現キオクシア）の北上進出は企業誘致の成功例として全国から注目されて
いる。工場は、2018年 ７ 月着工、2019年10月竣工。総投資額は約 １ 兆円を超
え、その経済波及効果は県内全域で約3,240億円、市で301億円と見込まれて
いる。2020 年にはフル稼働により、製品出荷額 １ 兆1,000億円目標を達成す
れば、一挙に従来の ３ 倍増（3,643億円、2016 年）になる見込みである。現
在、東芝メモリ効果から雇用（最終1,000人超）も人口も増え、市全体が活
気に満ちている。
　本市の企業誘致を見ると、その歴史は古く、昭和初期（1920～30年代）ま
で遡る。当時の主産業は、農業であるため、地域を発展させるためには企業
誘致による産業振興が不可欠として、「東北の十字路」の強みを活かして、
60年前から「工業立市」を目指していた。県内では最も早い時期から工業団
地を造成し、戦略的企業誘致が行われ、爾来、今日までその伝統と意識が継
続している。
　その第 １ 号は、1937年の国産軽銀工業（株）であり、従業員は1,200人規
模である。1938年、県内 ２ 番目の工業学校（現：黒沢尻工業高等学校）が創
立された。1954年に工場誘致条例が制定され、1957年北上市工業振興協議会
を設立、1961年に岩手県で初めて土地開発を推進する財団法人北上市開発公
社が設立された。


